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れるようになり、1998（平成 10）年の「文化振興マスタープラン」や 2001（平成 13）年
度の文化審議会文化財分科会企画調査会の報告の内容からも、文化財に対して 1975（昭和
50）年の文化財保護法改正時の日本学術会議勧告と同様の認識が示されるようになったこ
とを明らかにした。こうした認識は 2007（平成 19）年度の文化審議会文化財分科会企画
調査会報告にも受け継がれ、「歴史文化基本構想」の提言に至ったことを確認した。 
2011（平成 23）年度には文化庁で「文化遺産を活かした観光振興・地域活性化事業」
が取り組まれるが、これは文化財の観光振興における活用に主眼を置いたもので、政府の
方針を受けてのことであり、文化審議会文化財分科会企画調査会などで議論されてきた内
容と異なる脈絡から登場した背景をもつことを確認した。 
ここから、国では文化財を観光資源として活用する方針である可能性を指摘し、文化財
の活用と観光振興施策の関連について、2000年代からの観光振興施策の中での扱いを振り
返ることにした。結果、2000年代初頭に官民で訪日外国人旅行者を対象とした観光振興政
策や施策についての議論が活発化し、政府が日本の観光立国を目指す方針を示し、近年で
は、文化財は観光資源として活用されることが、政府の各種計画や方針に明示されるに至
ったことを確認し、現在の文化財保護施策には、政府の観光振興に文化財を活用するとい
う方針が色濃く反映されていることを明らかにした。 
ただ、2006（平成 18）年度開催の文化審議会文化財分科会企画調査会の意見などから
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は、文化財が観光振興活用に偏重することにより、地域住民と文化財との乖離の危惧され
ていることを確認した。地域が主体となり、歴史的町並みを保存しながら、自律的観光に
取り組み、地域づくりにつながっている事例もあり、文化財の観光振興における活用は、
絶対悪ではないが、現在の訪日外国人旅行者の観光の受け皿として文化財の数を増やすと
いう国の方針は、国主導の観光地づくりにつながる恐れがあり、文化財保護における地域
の主体性が無視されることや、文化財の数を増やすという施策は結局のところトップダウ
ンの文化財保護の在り方であり、地域主義にもとづく文化財保存と活用の視点は現行の文
化財保護施策でますます矮小化していく可能性を指摘した。 
本研究が示したように地域住民が主体となる文化財保存と活用事例は国内に、国が関与
しない所で数多く存在していると考えられる。また、地域主義にもとづく文化財保存と活
用の観点から独自に保護制度を設計した地方自治体も存在することから、文化財をめぐる
両者の方針は、国では観光資源化と地方では地域遺産化というように方向性が異なり、文
化財保護の在り方がねじれ状態にあることを指摘した。文化財保護施策のねじれ化の進行
は、文化財保護の二極化と分断につながるとし、こうした状況を現在の文化財保護施策の
課題として示した。 
 終章では、地域主義にもとづく文化財保存と活用の実態と文化財を取り巻く行為主体の
役割や意識と地域づくりについてまとめた。地域主義にもとづく文化財保存と活用は、キ
ーパーソンを中心としたコミュニティと地域内外の多様な行為主体と連携し、文化財が地
域の内外の人々の関係性を構築する媒体として存在する特徴も有し、さらに地域住民が主
体となり、地域の内外の行為主体を交えたゆるやかなつながりによる、多様な行為主体と
の協働のうえで保護が成り立っていることを示した。また、こうした保存と活用は地域住
民の文化財への愛着や誇りをきっかけとしており、参加者は外部とのつながりの中で、多
様化した活動を通し、生きがいや学びを得て、それが地域住民の心の豊かさにつながり、
地域への愛着のさらなる醸成につながるものと考察した。 
4 章で課題とした国と地方の文化財保護方針のねじれの解消には、観光振興での文化財
の活用と同時に、地域住民が主体となり、文化財の保存・活用を通し、地域の中で心豊か
に生活できる基盤づくりとそれに応じた施策の必要性を述べ、地域主義にもとづく文化財
保存と活用を成立させる要因については、地域住民の文化財への愛着にもとづく保護措置
と行政、NPO や任意団体、大学等の多様な行為主体が連携した文化財保護とキーパーソ
ンの育成にあるとまとめた。 
